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規 則

　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公布する。
　　令和７年９月29日

宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第54号
　　　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
　　　提供に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則
　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例の一部を改正する条例（令和７年宮崎県条例第６号）の施行期日は、令和７年10月12日とする。

　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年９月29日

宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第55号
　　　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
　　　提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例施行規則（平成28年宮崎県規則第57号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（条例別表第１の規則で定める事務）
第２条　条例別表第１の１の項の規則で定める事務は、宮崎県私立
　高等学校等就学支援金に関する取扱要領（平成22年12月20日定め

　（条例別表第１の規則で定める事務）
第２条　条例別表第１の１の項の規則で定める事務は、宮崎県私立
　高等学校等就学支援金に関する取扱要領（平成22年12月20日定め
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　）第３条の受給資格の認定の申請に係る事実についての審査に関
　する事務とする。
２　条例別表第１の２の項の規則で定める事務は、宮崎県私立高等
　学校等奨学給付金給付要綱（平成26年７月24日定め）第５条の規
　定による給付の申請に係る事実についての審査に関する事務とす
　る。
３　条例別表第１の３の項の規則で定める事務は、次の各号に掲げ
　る事務とする。
　（１）　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第19条第１項の規定
　　に準じて行う保護の決定又は実施に関する事務
　（２）　生活保護法第24条第１項の規定に準じて行う保護の開始又
　　は同条第９項において準用する同条第１項の規定に準じて行う
　　保護の変更の申請に係る事実についての審査に関する事務
　（３）　生活保護法第25条第１項の規定に準じて行う職権による保
　　護の開始又は同条第２項の規定に準じて行う職権による保護の
　　変更に関する事務
　（４）　生活保護法第26条の規定に準じて行う保護の停止又は廃止
　　に関する事務
　（５）　生活保護法第77条第１項又は第78条第１項から第３項まで
　　の規定に準じて行う費用の徴収に関する事務
　（６）　生活保護法第78条の２第１項又は第２項の規定に準じて行
　　う徴収金の徴収に関する事務
４　条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、次に掲げる事務
　とする。
　（１）　宮崎県肝炎治療費助成事業実施要領（平成20年３月３日定
　　め）第４条ただし書の規定による給付に係る事実についての審
　　査に関する事務
　（２）　宮崎県肝炎治療費助成事業実施要領第８条第１項の規定に
　　よる認定の申請に係る事実についての審査に関する事務
　（３）　宮崎県肝炎治療費助成事業実施要領第13条第２項の規定に
　　よる申請事項の変更に係る事実についての審査に関する事務
５　条例別表第１の５の項の規則で定める事務は、次に掲げる事務
　とする。
　（１）〜（９）　［略］
６　条例別表第１の６の項の規則で定める事務は、特別支援教育就
　学奨励事業実施要綱（平成28年３月24日定め）第４条の規定によ
　り提出する書類に係る事実についての審査に関する事務とする。
７　条例別表第１の７の項の規則で定める事務は、公立高等学校等
　奨学給付金（奨学のための給付金）給付要綱（平成27年６月４日
　定め）第６条の規定による給付の申請に係る事実についての審査
　に関する事務とする。
８　条例別表第１の８の項の規則で定める事務は、次に掲げる事務

　）第２条第１号の受給資格の認定の申請に係る事実についての審
　査に関する事務とする。

２　条例別表第１の２の項の規則で定める事務は、次に掲げる事務
　とする。
　（１）〜（９）　［略］
３　条例別表第１の３の項の規則で定める事務は、特別支援教育就
　学奨励事業実施要綱（平成28年３月24日定め）第４条の規定によ
　り提出する書類に係る事実についての審査に関する事務とする。

　とする。
　（１）　県立高等学校等学び直し支援金補助金交付要綱（平成26年
　　11月11日定め）第２条第１項に規定する学び直し支援金の交付
　　の申請に係る事実についての審査に関する事務
　（２）　県立高等学校等学び直し支援金補助金交付要綱第６条第１
　　項の規定による収入の状況の届出に係る事実についての審査に
　　関する事務
　（条例別表第２の規則で定める事務及び情報）
第３条　条例別表第２の１の項の規則で定める事務は第２条第３項
　各号に掲げる事務とし、条例別表第２の１の項の規則で定める情
　報は次の各号に掲げる情報とする。
　（１）　生活保護法第６条第２項の要保護者若しくは同条第１項の

　（条例別表第２の規則で定める事務及び情報）
第３条　条例別表第２の規則で定める事務は、次の各号に掲げる事
　務とし、同表の規則で定める情報は、当該各号に掲げる事務の区
　分に応じ当該各号に定める情報とする。
　（１）　第２条第２項第１号、第３号から第５号まで、第７号及び
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　　被保護者であった者（以下「要保護者等」という。）に係る児
　　童福祉法（昭和22年法律第 164号）第19条の２第１項の小児慢
　　性特定疾病医療費の支給に関する情報
　（２）　要保護者等に係る児童福祉法第20条第１項の療育の給付の
　　支給に関する情報
　（３）　要保護者等に係る児童福祉法第24条の２第１項の障害児入
　　所給付費の支給に関する情報
　（４）　要保護者等に係る児童扶養手当法（昭和36年法律第 238号
　　）第４条第１項の児童扶養手当の支給に関する情報
　（５）　要保護者等に係る母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39
　　年法律第 129号）第13条第１項、第31条の６第１項若しくは第
　　32条第１項又は附則第３条若しくは第６条の資金の貸付けに関
　　する情報
　（６）　要保護者等に係る母子及び父子並びに寡婦福祉法第31条第
　　１号（同法第31条の10において読み替えて準用する場合を含む
　　。）の給付金の支給に関する情報
　（７）　要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律
　　（昭和39年法律第 134号）第17条の障害児福祉手当の支給に関
　　する情報
　（８）　要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律
　　第26条の２の特別障害者手当の支給に関する情報
　（９）　要保護者等に係る国民年金法等の一部を改正する法律（昭
　　和60年法律第34号）附則第97条第１項の福祉手当の支給に関す
　　る情報
２　条例別表第２の２の項の規則で定める事務は前条第４項各号に
　掲げる事務とし、条例別表第２の２の項の規則で定める情報は次
　に掲げる情報とする。
　（１）　宮崎県肝炎治療費助成事業実施要領第４条本文の治療費助
　　成の対象者及び同条ただし書に規定する者（以下「受給者等」
　　という。）に係る児童福祉法第19条の２第１項の小児慢性特定
　　疾病医療費の支給に関する情報
　（２）　受給者等に係る生活保護法第19条第１項の規定による保護
　　の実施、同法第24条第１項の保護の開始若しくは同条第９項の
　　保護の変更、同法第25条第１項の規定による職権による保護の
　　開始若しくは同条第２項の規定による職権による保護の変更又
　　は同法第26条の規定による保護の停止若しくは廃止に関する情
　　報
　（３）　受給者等に係る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに
　　永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関
　　する法律（平成６年法律第30号）第14条第１項の支援給付又は
　　同法第15条第１項の配偶者支援金の支給に関する情報
３　条例別表第２の３の項の規則で定める事務は次の各号に掲げる

　　第９号に掲げる事務　次に掲げる情報
　　ア　県営住宅条例第３条第５号の地域特別賃貸住宅及び同条第
　　　６号の準特定優良賃貸住宅の入居者又は同居者（以下この項
　　　において「県営住宅入居者等」という。）に係る身体障害者
　　　福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第１項の身体障害者
　　　手帳の交付及びその障害の程度に関する情報
　　イ　県営住宅入居者等に係る精神保健及び精神障害者福祉に関
　　　する法律（昭和25年法律第 123号）第45条第１項の精神障害
　　　者保健福祉手帳の交付及びその障害の程度に関する情報
　　ウ　県営住宅入居者等に係る生活保護法（昭和25年法律第 144
　　　号）第19条第１項の規定による保護の実施、同法第24条第１
　　　項の保護の開始若しくは同条第９項の保護の変更、同法第25
　　　条第１項の規定による職権による保護の開始若しくは同条第
　　　２項の規定による職権による保護の変更又は同法第26条の規
　　　定による保護の停止若しくは廃止に関する情報
　（２）　第２条第２項第２号、第６号及び第８号に掲げる事務　前
　　号ア及びイに掲げる情報

　事務とし、同項の規則で定める情報は当該各号に掲げる事務の区
　分に応じ当該各号に定める情報とする。
　（１）　第２条第５項第１号、第３号から第５号まで、第７号及び
　　第９号に掲げる事務　次に掲げる情報
　　ア　県営住宅条例第３条第５号の地域特別賃貸住宅及び同条第
　　　６号の準特定優良賃貸住宅の入居者又は同居者（以下この項
　　　において「県営住宅入居者等」という。）に係る身体障害者
　　　福祉法（昭和24年法律第 283号）第15条第１項の身体障害者
　　　手帳の交付及びその障害の程度に関する情報
　　イ　県営住宅入居者等に係る精神保健及び精神障害者福祉に関
　　　する法律（昭和25年法律第 123号）第45条第１項の精神障害
　　　者保健福祉手帳の交付及びその障害の程度に関する情報
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　　ウ　県営住宅入居者等に係る生活保護法第19条第１項の規定に
　　　よる保護の実施、同法第24条第１項の保護の開始若しくは同
　　　条第９項の保護の変更、同法第25条第１項の規定による職権
　　　による保護の開始若しくは同条第２項の規定による職権によ
　　　る保護の変更又は同法第26条の規定による保護の停止若しく
　　　は廃止に関する情報
　（２）　第２条第５項第２号、第６号及び第８号に掲げる事務　前
　　号ア及びイに掲げる情報
　（条例別表第３の規則で定める事務及び情報）
第４条　条例別表第３の１の項の規則で定める事務は第２条第３項
　各号に掲げる事務とし、条例別表第３の１の項の規則で定める情
　報は次の各号に掲げる情報とする。

　（１）　要保護者等に係る特別支援学校への就学奨励に関する法律
　　第２条の経費の支弁に関する情報

　　（２）　［略］
２　条例別表第３の２の項の規則で定める事務は第２条第３項各号
　に掲げる事務とし、条例別表第３の２の項の規則で定める情報は
　前項各号に掲げる情報とする。

　（条例別表第３の規則で定める事務及び情報）
第４条　条例別表第３の１の項の規則で定める事務は、生活保護法
　第19条第１項の規定による保護の決定又は実施に関する事務、同
　法第24条第１項の規定による保護の開始又は同条第９項において
　準用する同条第１項の規定による保護の変更の申請に係る事実に
　ついての審査に関する事務、同法第25条第１項の規定による職権
　による保護の開始又は同条第２項の規定による職権による保護の
　変更に関する事務、同法第26条の規定による保護の停止又は廃止
　に関する事務、同法第77条第１項又は第78条第１項から第３項ま
　での規定による費用の徴収に関する事務及び同法第78条の２第１
　項又は第２項の規定による徴収金の徴収に関する事務とし、条例
　別表第３の１の項の規則で定める情報は、次の各号に掲げる情報
　とする。
　（１）　生活保護法第６条第２項の要保護者又は同条第１項の被保
　　護者であった者（以下この項において「要保護者等」という。
　　）に係る特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和29年法
　　律第 144号）第２条の経費の支弁に関する情報
　　（２）　［略］
２　条例別表第３の２の項の規則で定める事務は、生活保護法第19
　条第１項の規定に準じて行う保護の決定又は実施に関する事務、
　生活保護法第24条第１項の規定に準じて行う保護の開始又は同条
　第９項において準用する同条第１項の規定に準じて行う保護の変
　更の申請に係る事実についての審査に関する事務、生活保護法第
　25条第１項の規定に準じて行う職権による保護の開始又は同条第
　２項の規定に準じて行う職権による保護の変更に関する事務、生
　活保護法第26条の規定に準じて行う保護の停止又は廃止に関する
　事務、生活保護法第77条第１項又は第78条第１項から第３項まで
　の規定に準じて行う費用の徴収に関する事務及び生活保護法第78
　条の２第１項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の徴収に関す
　る事務とし、条例別表第３の２の項の規則で定める情報は、前項
　各号に掲げる情報とする。

　　　附　則
　この規則は、令和７年10月12日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第56号
　　　宮崎県事務委任規則の一部を改正する規則
　宮崎県事務委任規則（昭和40年宮崎県規則第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

出先機関
の長

　　　委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］

出先機関
の長

　　　委　　　　任　　　　事　　　　務

　［略］
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西臼杵支
庁長

１～35の２　［略］
36　土地改良法（昭和24年法律第 195号）による
　次の事務
　（１）　第18条第18項の規定による役員の就任、
　　退任、氏名の変更及び住所の変更の届出の受
　　理に関すること。
　（２）・（３）　［略］
　（４）　第68条第４項において準用する第18条第
　　18項の規定による清算人の就任、退任、氏名
　　の変更及び住所の変更の届出の受理に関する
　　こと。
　（５）　［略］
　（６）　第84条において準用する第18条第18項の
　　規定による役員の就任、退任、氏名の変更及
　　び住所の変更の届出の受理に関すること。
　（７）　第84条において準用する第68条第４項に
　　おいて準用する第18条第18項の規定による清
　　算人の就任、退任、氏名の変更及び住所の変
　　更の届出の受理に関すること。
　（８）〜（23）　［略］
36の２～67　［略］

　［略］
保健所長 １～８の２　［略］

９　大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和23年
　法律第 124号）による次の事務
　（１）〜（４）　［略］

　（５）〜（10）　［略］
10～70　［略］

　［略］
産業技術
専門校長

１　［略］
２　訓練生災害見舞金支給要綱（平成15年４月１
　日定め）に基づく災害見舞金の額の決定及び支
　給に関すること。

農林振興
局長

１～２の30　［略］
３　土地改良法による次の事務
　（１）　第18条第18項の規定による役員の就任、
　　退任、氏名の変更及び住所の変更の届出の受
　　理に関すること。
　（２）・（３）　［略］
　（４）　第68条第４項において準用する第18条第
　　18項の規定による清算人の就任、退任、氏名
　　の変更及び住所の変更の届出の受理に関する
　　こと。
　（５）　［略］
　（６）　第84条において準用する第18条第18項の
　　規定による役員の就任、退任、氏名の変更及
　　び住所の変更の届出の受理に関すること。
　（７）　第84条において準用する第68条第４項に
　　おいて準用する第18条第18項の規定による清
　　算人の就任、退任、氏名の変更及び住所の変
　　更の届出の受理に関すること。
　（８）〜（23）　［略］

西臼杵支
庁長

１～35の２　［略］
36　土地改良法（昭和24年法律第 195号）による
　次の事務
　（１）　第18条第17項の規定による役員の就任、
　　退任、氏名の変更及び住所の変更の届出の受
　　理に関すること。
　（２）・（３）　［略］
　（４）　第68条第４項において準用する第18条第
　　17項の規定による清算人の就任、退任、氏名
　　の変更及び住所の変更の届出の受理に関する
　　こと。
　（５）　［略］
　（６）　第84条において準用する第18条第17項の
　　規定による役員の就任、退任、氏名の変更及
　　び住所の変更の届出の受理に関すること。
　（７）　第84条において準用する第68条第４項に
　　おいて準用する第18条第17項の規定による清
　　算人の就任、退任、氏名の変更及び住所の変
　　更の届出の受理に関すること。
　（８）〜（23）　［略］
36の２～67　［略］

　［略］
保健所長 １～８の２　［略］

９　大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和23年
　法律第 124号）による次の事務
　（１）〜（４）　［略］
　（５）　第11条の規定による持出の許可の申請の
　　受理に関すること。
　（６）〜（11）　［略］
10～70　［略］

　［略］
産業技術
専門校長

１　［略］
２　訓練生災害見舞金支給要綱（昭和42年１月１
　日定め）に基づく災害見舞金の額の決定及び支
　給に関すること。

農林振興
局長

１～２の30　［略］
３　土地改良法による次の事務
　（１）　第18条第17項の規定による役員の就任、
　　退任、氏名の変更及び住所の変更の届出の受
　　理に関すること。
　（２）・（３）　［略］
　（４）　第68条第４項において準用する第18条第
　　17項の規定による清算人の就任、退任、氏名
　　の変更及び住所の変更の届出の受理に関する
　　こと。
　（５）　［略］
　（６）　第84条において準用する第18条第17項の
　　規定による役員の就任、退任、氏名の変更及
　　び住所の変更の届出の受理に関すること。
　（７）　第84条において準用する第68条第４項に
　　おいて準用する第18条第17項の規定による清
　　算人の就任、退任、氏名の変更及び住所の変
　　更の届出の受理に関すること。
　（８）〜（23）　［略］
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付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係） 付表（西臼杵支庁長の項第38号、農林振興局長の項第17号関係）

３の２～24　［略］
　［略］

１～３　［略］
４　宮崎県農産園芸関係事業補助金交付要綱（平成10年４月
　１日定め）に基づく補助金（みやざき水田農業確立推進体
　制整備事業、県産米利用拡大支援事業、持続可能な産地を
　支える優良種苗等安定供給支援事業及びみやざき営農振興
　対策強化事業に係る補助金を除く。）

５～８　［略］

９～30　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和７年10月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第57号
　　　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則の一部を改正する規則
　人にやさしい福祉のまちづくり条例施行規則（平成12年宮崎県規則第 119号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３の２～24　［略］
　［略］

１～３　［略］
４　宮崎県農産園芸関係事業補助金交付要綱（平成10年４月
　１日定め）に基づく補助金のうち、土地利用型農業産地再
　編・強化対策事業、サツマイモ基腐病対策強化事業、持続
　可能な茶生産をめざす産地再生支援事業、未来へ繋ぐ施設
　園芸スタイルシフト推進事業、みやざきの優良種苗供給体
　制構築事業、加工・業務用野菜日本一産地確立事業、施設
　園芸ハウス長寿命化緊急支援事業、スマート＆グリーンで
　目指す耕種農業産出額ＵＰ事業、高性能スマート機械導入
　モデル経営体支援事業、水田農業物価高騰緊急対策事業、
　茶園更新推進事業、施設園芸物価高騰緊急対策事業、露地
　園芸物価高騰緊急対策事業、未来に繋げる水田農業経営体
　育成事業、みやざき茶有機転換推進事業及びみやざき果樹
　花き産地生産力強化事業に係る補助金
５～８　［略］
９　宮崎県林業担い手総合対策基金事業補助金交付要綱（平
　成23年４月１日定め）に基づく補助金のうち、就労条件整
　備事業に係る補助金
10～31　［略］

改正前 改正後
別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物

別表第１（第２条、第３条関係）
　第１　建築物

区分 公共的施設 特定公共的施設
１　福祉
　保健施
　設

（１）〜（８）　［略］
（９）　　障害者の日常生活
　及び社会生活を総合的
　に支援するための法律
　（平成17年法律第 123
　号）第５条第１項に規
　定する障害福祉サービ
　ス（居宅介護、重度訪
　問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者
　等包括支援を除く。）
　を提供する施設、同条
　第11項に規定する障害
　者支援施設、同条第28
　項に規定する地域活動
　支援センター及び同条
　第29項に規定する福祉

　［略］
区分 公共的施設 特定公共的施設

１　福祉
　保健施
　設

（１）〜（８）　［略］
（９）　　障害者の日常生活
　及び社会生活を総合的
　に支援するための法律
　（平成17年法律第 123
　号）第５条第１項に規
　定する障害福祉サービ
　ス（居宅介護、重度訪
　問介護、同行援護、行
　動援護及び重度障害者
　等包括支援を除く。）
　を提供する施設、同条
　第11項に規定する障害
　者支援施設、同条第27
　項に規定する地域活動
　支援センター及び同条
　第28項に規定する福祉

　［略］
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　　［略］ 　　［略］

　ホーム
（10）・（11）　［略］

　［略］

　ホーム
（10）・（11）　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和７年10月１日から施行する。

告　　　　　示

宮崎県告示第 624号
　次の医療機関を、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第
８号）第１条第１項に規定する救急病院と認定した。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　名称及び所在地

名　　　　　称 所　　　　在　　　　地

独立行政法人国立病院
機構宮崎病院 児湯郡川南町大字川南 19403番地４

２　救急病院の認定の有効期間
　　令和７年10月16日から令和10年10月15日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 625号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の２の３第１項の規
定により、指定納付受託者を次のとおり指定した。　　　　　　　
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定納付受託者の指定を受けた者

名　　称 事務所の所在地

株式会社トラスト
バンク

東京都品川区上大崎三丁目１番１号

宮銀カード株式会
社

宮崎県宮崎市橘通東一丁目７番４号第一宮
銀ビル７階

トヨタファイナン
ス株式会社

愛知県名古屋市西区牛島町６番１号

株式会社さとふる 東京都中央区京橋二丁目２番１号京橋エド
グラン13Ｆ

ＰａｙＰａｙ株式
会社

東京都千代田区紀尾井町１番３号

株式会社ＤＧフィ
ナンシャルテクノ

東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７号

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等の種類
　　ふるさと宮崎応援寄附金
３　指定をした日
　　令和７年４月１日
４　指定納付受託者に納入させる期間
　　令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 626号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和７年９月29日から同年10月13日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

 215 県道 板上曽
木線

延岡市北方
町板下字中
島戌 403番
７地先から
同市同町板
下同字戌 4
10番１地先
まで

旧  3.5～
 8.4

 156.2

新  5.6～
 8.8

 156.2

ロジー

楽天グループ株式
会社

東京都世田谷区玉川一丁目14番１号楽天ク
リムゾンハウス

株式会社アイモバ
イル

東京都渋谷区渋谷三丁目26番20号関電不動
産渋谷ビル８階

アマゾンジャパン
合同会社

東京都目黒区下目黒一丁目８番１号

株式会社ピアトゥ
ー

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号丸の
内トラストタワー本館20階

訓　　　　　令

　宮崎県事務決裁規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
訓令第７号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関
　　　宮崎県事務決裁規程の一部を改正する訓令
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　宮崎県事務決裁規程（昭和40年訓令第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第２（第４条関係）
　本庁各課共通専決事項

　［略］
別表第３（その１）（第４条関係）
　本庁各課特定専決事項

別表第２（第４条関係）
　本庁各課共通専決事項

　［略］
別表第３（その１）（第４条関係）
　本庁各課特定専決事項

事務 　　　 事項
専決区分

摘要副
知
事

部
長
次
長
課
長
課
長
補
佐

担
当
リ
ー
ダ
ー

　［略］
12
　建
　設
　工
　事
　に
　関
　す
　る
　事
　務

（１）～（６）　［略］
（７）　（６）の入札参
　加資格の認定のう
　ち、個別の建設工
　事等の受注を目的
　として結成される
　共同企業体に関す
　ること。

○

（８）～（12）　［略］

事務 　　　 事項
専決区分

摘要副
知
事

部
長
次
長
課
長
課
長
補
佐

担
当
リ
ー
ダ
ー

　［略］
12
　建
　設
　工
　事
　に
　関
　す
　る
　事
　務

（１）～（６）　［略］

（７）～（11）　［略］

課 副
知
事
専
決
事
項

部
長
特
定
専
決
事
項

次
長
特
定
専
決
事
項

課長特定専決事項 課長
補佐
特定
専決
事項

　［略］
漁業
管理
課

１～５　［略］

課 副
知
事
専
決
事
項

部
長
特
定
専
決
事
項

次
長
特
定
専
決
事
項

課長特定専決事項 課長
補佐
特定
専決
事項

　［略］
漁業
管理
課

１～５　［略］
６　うなぎ稚魚の取扱いに関する
　条例（平成７年宮崎県条例第９
　号）による次の事務
　（１）　第５条第１項の規定によ
　　る登録に関すること。
　（２）　第９条第２項の規定によ
　　る承認に関すること。
　（３）　第10条第２項、第11条第
　　２項及び第12条第３項の規定
　　による変更の登録に関するこ
　　と。
　（４）　第20条第１項及び第２項
　　の規定による登録の抹消に関
　　すること。
７　うなぎ稚魚の取扱いに関する
　条例施行規則（平成７年宮崎県
　規則第48号）第２条第５項の規
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別表第５（第５条関係） 別表第５（第５条関係）

　定による承認に関すること。
　［略］ 　［略］

出先機関の長特定専決事項
　［略］
保健所
１～４　［略］
５　大麻草の栽培の規制に関する法律（昭和23年法律第 124
　号）第11条ただし書の規定による許可に関すること。
６～９　［略］
　［略］
農業大学校
１　大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律
　第８号）による次の事務
　（１）　第４条第１項の規定による授業料等減免対象者の認
　　定に関すること。
　（２）　第６条第１項の規定による変更認定に関すること。
　（３）　第７条第１項の規定による届出に関すること。
　（４）　第10条第１項の規定による認定の取消しに関するこ
　　と。
　（５）　第10条第２項の規定による届出に関すること。
２　大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和
　元年文部科学省令第６号）による次の事務
　（１）・（２）　［略］
　（３）　第11条第４項（同条第９項において準用する場合を
　　含む。）の規定による書類の提出の要求に関すること。
　（４）　第11条第６項から第８項まで（同条第９項において
　　準用する場合を含む。）の規定による通知に関すること
　　。
　（５）～（８）　［略］
３　［略］
　［略］

出先機関の長特定専決事項
　［略］
保健所
１～４　［略］

５～８　［略］
　［略］
農業大学校
１　大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律
　第８号）による次の事務
　（１）　第８条第１項の規定による授業料等減免対象者の認
　　定に関すること。

　（２）　第９条第１項の規定による届出に関すること。
　（３）　第12条第１項の規定による認定の取消しに関するこ
　　と。
　（４）　第12条第２項の規定による届出に関すること。
２　大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和
　元年文部科学省令第６号）による次の事務
　（１）・（２）　［略］
　（３）　第11条第４項の規定による書類の提出の要求に関す
　　ること。
　（４）　第11条第５項から第７項までの規定による通知に関
　　すること。

　（５）～（８）　［略］
３　［略］
　［略］

　　　附　則
　この訓令は、令和７年10月１日から施行する。ただし、別表第３（その１）漁業管理課の項の改正規定は、令和７年12月１日から施行す
る。

　宮崎県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年宮

公　　　　　告
崎県条例第５号）第６条の規定により、宮崎県の人事行政の運営等
の状況について、別冊のとおり公表する。
　　令和７年９月29日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　松　浦　直　康　
宮崎県企業局企業管理規程第７号
　　　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程
　企業局企業職員就業規程（昭和36年宮崎県企業局企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

企業局企業管理規程

改正前 改正後
　（勤務時間）
第２条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間につき38時間
　45分とする。

　（勤務時間）
第２条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間につき38時間
　45分とする。
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２・３　［略］
４　育児休業法第18条第１項の規定により採用された職員（以下「
　任期付短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定
　にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１
　週間当たり31時間までの範囲内で、管理者が定める。

５～７　［略］
　（部分休業）
第13条の３　管理者は、職員が請求した場合において、業務に支障
　がないと認めるときは、当該職員がその小学校就学の始期に達す
　るまでの子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部につい
　て勤務しないこと（以下この条において「部分休業」という。）
　を承認することができる。ただし、次に掲げる職員は、部分休業
　をすることができない。
　（１）　非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時
　　間勤務職員を除く。）

　（２）　［略］
２　前項の規定による部分休業の請求をしようとする職員は、毎年
　４月１日から翌年３月31日の期間ごとに、あらかじめ、次の各号
　に掲げる範囲内のうちいずれの範囲内で当該期間における部分休
　業を請求するかを管理者に申し出るものとする。
　（１）　［略］
　（２）　77時間30分

３　前項第１号に掲げる範囲内で請求する第１項に規定する部分休
　業の承認は、１日につき２時間（第12条の規定に基づく育児のた
　めの休暇又は第12条の３の規定に基づく介護部分休暇を承認され
　ている職員については、２時間から当該育児のための休暇の時間
　又は当該介護部分休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時
　間）を超えない範囲内で、30分を単位として行うものとする。

２・３　［略］
４　育児休業法第18条第１項の規定により採用された職員並びに職
　員が第12条の２及び第13条の３から第13条の５までの規定による
　承認を受けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員
　の業務に従事させることが当該業務を処理するために適当である
　と認める場合に任期を定めて採用された職員（以下「任期付短時
　間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわら
　ず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり
　31時間までの範囲内で、管理者が定める。
５～７　［略］
　（部分休業）
第13条の３　管理者は、職員が請求した場合において、業務に支障
　がないと認めるときは、当該職員がその小学校就学の始期に達す
　るまでの子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部につい
　て勤務しないこと（以下この条において「部分休業」という。）
　を承認することができる。ただし、次に掲げる職員は、部分休業
　をすることができない。
　（１）　勤務日の日数を考慮して管理者が定める非常勤職員以外の
　　非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤
　　務職員を除く。以下この条において同じ。）
　（２）　［略］
２　前項の規定による部分休業の請求をしようとする職員は、毎年
　４月１日から翌年３月31日の期間ごとに、あらかじめ、次の各号
　に掲げる範囲内のうちいずれの範囲内で当該期間における部分休
　業を請求するかを管理者に申し出るものとする。
　（１）　［略］
　（２）　次に掲げる職員の区分に応じ、次に掲げる時間
　　ア　非常勤職員以外の職員　77時間30分
　　イ　非常勤職員　当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時
　　　間数に10を乗じて得た時間
３　前項第１号に掲げる範囲内で請求する第１項に規定する部分休
　業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、30分を単位と
　して行うものとする。
４　第12条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）又
　は第12条の３の規定による介護部分休暇を承認されている職員（
　非常勤職員を除く。）に対する第１号部分休業の承認については
　、１日につき２時間から当該育児時間又は当該介護部分休暇の承
　認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行う
　ものとする。
５　非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日に
　つき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か
　ら５時間45分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員が

４　［略］
５　第２項の規定による申出をした職員は、次の各号に掲げる特別
　の事情がある場合に限り、当該申出の内容を変更することができ
　る。
　（１）・（２）　［略］

　育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働
　者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第61条の２第20項
　の規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時
　間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該
　時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当
　該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた
　時間を超えない範囲内）で行うものとする。
６　［略］
７　第２項の規定による申出をした職員は、次の各号に掲げる特別
　の事情がある場合に限り、当該申出の内容を変更することができ
　る。
　（１）・（２）　［略］
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　（３）　その他の第２項の規定による申出時に予測することができ
　　なかった事実が生じたことにより第３項の規定による変更をし
　　なければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養
　　育に著しい支障が生じると管理者が認める場合
６～８　［略］

　（３）　その他の第２項の規定による申出時に予測することができ
　　なかった事実が生じたことにより当該申出の内容を変更しなけ
　　れば当該職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著
　　しい支障が生じると管理者が認める場合
８～10　［略］

　　　附　則
　（施行期日）
１　この企業管理規程は、令和７年10月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この規程の施行の日から令和８年３月31日までの間における部分休業の承認の請求をする場合におけるこの企業管理規程による改正後
　の企業局企業職員就業規程第13条の３第２項第２号の規定の適用については、同号ア中「77時間30分」とあるのは「38時間45分」と、同
　号イ中「10」とあるのは「５」とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　企業局保安規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　松　浦　直　康　
宮崎県企業局企業管理規程第８号
　　　企業局保安規程の一部を改正する企業管理規程
　企業局保安規程（昭和62年10月６日宮崎県企業局企業管理規程第６号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
目次
　第１章～第３章　［略］
　第４章　事業用電気工作物の巡視、点検及び検査（第11条－第13
　　　　　条）
　第５章～第７章　［略］
　附則
　　　第４章　事業用電気工作物の巡視、点検及び検査

第11条〜第13条　［略］

別表第４（第10条、第12条、第14条、第15条、第17条、第19条関係
）

目次
　第１章～第３章　［略］
　第４章　事業用電気工作物の巡視、点検、検査及びサイバーセキ
　　　　　ュリティの確保（第11条－第13条の２）
　第５章～第７章　［略］
　附則
　　　第４章　事業用電気工作物の巡視、点検、検査及びサイバー
　　　　　　　セキュリティの確保
第11条〜第13条　［略］
　（サイバーセキュリティの確保）
第13条の２　電気工作物の保安を確保するため、「自家用電気工作
　物に係るサイバーセキュリティの確保に関するガイドライン」及
　び「電力制御システムセキュリティガイドライン」に基づき、サ
　イバーセキュリティの確保のための適切な処置を講ずるものとす
　る。
別表第４（第10条、第12条、第13条の２、第14条、第15条、第17条
、第19条関係）
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　　　附　則
　この企業管理規程は、令和７年10月１日から施行する。

落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　県立延岡病院長　山　口　哲　朗
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　県立延岡病院で使用する電気　 8,285,000 kWh
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　県立延岡病院総務課整備担当　延岡市新小路２丁目１番地10
３　落札者を決定した日
　　令和７年８月20日
４　落札者の氏名及び住所
　　丸紅新電力株式会社　東京都千代田区大手町１丁目４番２号
５　落札金額
　　 148,130,502円（消費税込み）
６　一般競争入札の公告を行った日
　　令和７年７月10日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　　　　　　　県立日南病院長　原　　　誠一郎
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　県立日南病院で使用する電気　 5,153,000 kWh
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　県立日南病院総務課整備担当　日南市木山１丁目９番５号
３　落札者を決定した日
　　令和７年８月20日
４　落札者の氏名及び住所
　　丸紅新電力株式会社　東京都千代田区大手町１丁目４番２号
５　落札金額
　　93,461,166円（消費税込み）
６　一般競争入札の公告を行った日
　　令和７年７月10日

病院局公告

選挙管理委員会告示

宮崎県選挙管理委員会告示第70号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１
項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第
76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の
組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項

に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40
万を超え80万以下の場合にあってはその40万を超える数に６分の１
を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た
数、その総数が80万を超える場合にあってはその80万を超える数に
８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に
３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和７年９月13
日現在次のとおりである。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　成　合　　　修
　選挙権を有する者の総数の50分の１の数　　　　　　　17,387人
　選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え
80万以下の場合にあってはその40万を超える数に６分の１を乗じて
得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その
総数が80万を超える場合にあってはその80万を超える数に８分の１
を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１
を乗じて得た数とを合算して得た数）　　　　　　　 　208,666人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第71号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙
権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以
下の場合にあってはその40万を超える数に６分の１を乗じて得た数
と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数が
80万を超える場合にあってはその80万を超える数に８分の１を乗じ
て得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じ
て得た数とを合算して得た数）は、令和７年９月13日現在次のとお
りである。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　成　合　　　修
　えびの市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,815人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第72号
　公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第55条第２項及び第４
項第２号の規定による不在者投票のできる施設の指定を次のとおり
取り消した。
　　令和７年９月29日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　成　合　　　修

名　　　称 所　　在　　地 取消年月日

医療法人社団高信会
介護老人保健施設信
愛ホーム

宮崎市高岡町内山24
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令和７年９月18日
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